


 

 借金はどうなりますか。 

 相続の対象です。 

 原則として相続人が法定相続分に応じて支払い義

務を負います。遺言で相続分が指定された場合で

も、債権者（貸主）は遺言の内容にかかわらず、法

定相続分に応じて各相続人に請求することができ

ますので注意してください。ただ、債権者が指定さ

れた相続分に応じた債務の承継を承認したとき

は、指定された相続分に応じて支払うことができ

ます。 

 借金を支払いたくない場合は、相続放棄や限定承

認を検討してください。 

 

 親が「長男に全てを相続させる」との遺言を残していました。嫁に行った私に相続権はないのでしょうか。 

 遺留分侵害額請求をすることが考えられます。ただし、期間制限があり、相続の開始及び遺留分を侵害する

贈与又は遺贈があったことを知った時から１年以内に請求をしなければなりません。早めに弁護士に相談して

アドバイスを受けてください。 

 

 「特別の寄与」とは何ですか。 

 被相続人（亡くなった人）の療養看護等に努めた親族の貢献に報いるために平成３０年に新設された制度

です。 

 被相続人に対して、無償で療養看護その他の労務を提供した場合に、相続人に対して金銭請求ができま

す（遺産分割の当事者になるわけではありません。） 

期間制限がありますので、早めに弁護士に相談してアドバイスを受けてください。 

 

 親には借金もあったし、相続したくありません。 

 相続放棄、限定承認の手続きがあります。 

 相続放棄は原則として相続の開始があっ

たことを知った時から３か月以内に家庭裁

判所で手続する必要があります。必要書

類を集めるのに時間がかかることも多い

ので急いでください。 

 限定承認は、相続債務について、相続した

積極財産の限度においてのみ責任を負う

だけでよいという制度ですが、相続人全

員で共同してする必要があります。 

 

 遺言書を作ってもらいましょう。 

 公正証書遺言、自筆証書遺言がありますが、おすすめは公正証書遺言です。 

 公正証書遺言は公証人に作ってもらうもので、有料で、証人も２人必要です。しかし、証明力が高く、記載ミ

スも防ぐことができ、誰かが遺言書を偽造した等といった争いごとも減らすことができます。遺言者が亡

くなった後の検認という手続きも不要です。 

 自筆証書遺言は遺言者本人が手書きで書く遺言です。書き方に決まりが多く、書き方の不備で無効にな

ることもあるので、必ず本などで書き方を調べてから書いてください。遺言者の死亡後は家庭裁判所で

「検認」の手続きをとってください。 

 

 相続人間で話し合いがまとまりません。 

 弁護士に依頼して交渉したり、調停を申し

立てて協議することになります。調停を

申し立てる場合、自分で調停を申し立て

る人も弁護士に依頼する人もいますが、

自分で調停を申し立てる場合も、見通し

をたてるために一度弁護士に相談するこ

とをお勧めします。 

 

 自筆証書遺言書保管制度について教えて欲しいです。 

 法務局で自筆証書遺言書を預かってもらえる制度

で、手数料も比較的安いです。「検認」も不要です。 

法務省ホームページに「自筆証書遺言書保管制

度」の説明が載っていますので見てみてくださ

い。 

https://www.moj.go.jp/MINJI/minji03_00051.html 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

●  離婚で弁護士に相談に行った方がいいのはどういう場合ですか？ 

 離婚するのであれば、とりあえず相談に行ってみてください。 
弁護士に対応を依頼するほどでなくても、状況に応じたアドバイス

が受けられます。 

 調停離婚と裁判離婚はどのように違うのでしょうか？  

 離婚は、必ず調停を先に行い、調停の話し合いでまとまらない場合に裁判にす

ることになっています。 

 

 生きているうちは離婚しないけど、夫が死んだら離婚したいのですが。 

 死んでしまった人とは離婚できません。復氏届を出して結婚前の姓

に戻ったり、姻族関係終了届を出して姻族関係を終了させたりする

ことができますのでそれらの手続を検討してください。 

 

 生活もどうなるか分からないし、夫が自分が親権者になるなら離婚するというの

で、とりあえず、夫を親権者にしようと思います。後で親権者を変えれば大丈夫で

すよね？ 

 後で親権者を変えるのは本当に大変です。ケースバイケースですが、最終的に

親権者変更が認められないケースが多くあります。離婚届を出す前に一度弁護

士に相談してみてください。 

 

 夫（妻）の死亡後に再婚する場合はどの様なステップを踏んで進めて

いくのでしょうか？ 

  特に手続きは必要なく、婚姻届を提出できます。 

上に書いたように復氏届や姻族関係終了届を出す方もおられます

が、出さなくても再婚はできます。 

 

 養育費っていくらですか？ 

 払う側の収入ともらう側の収入、子どもの人数、年齢

によって金額が変わります。調停・審判・訴訟で使われ

る算定表がありますので、参考にしてください。 

表に書いてある収入は税込みの金額です。 

https://www.courts.go.jp/tokyo-

f/saiban/tetuzuki/youikuhi_santei_hyou/index.html 

※「養育費・婚姻費用算定表」「裁判所」で検索すると出てきます。 

令和元年版（令和元年 12 月 23 日に公表された改定標準算定表）

を見てください。 

今の仕事を選んだきっかけ 

最初は民間の IT 会社に就職し、やりがいのある仕事をしていまし

たが３０代に向けて、自分の強みを持ち、自分でなければできない仕

事をしたいと思い、一念発起して弁護士をめざしました。 

仕事でのやりがい 

困っている人を、自分の知識、経験、工夫で助けられるところです。 

ストレス解消法や大切にしている時間 

もっぱら甘いものを食べることです。 

これからの夢 

目の前の依頼人に、丁寧に誠実に接することを心掛けています 

が、これからも 1 つ 1 つ丁寧に対応しながら、長く続けられたらいい

なと思っています。また、岩国には女性弁護士が少ないので、もう少

し増えてくれたらいいなと思っています。 

 

 

日本史上、はじめて法曹の世界に飛び込んだ一人の女性の実話に基づくオリジナルストーリーが放送されていますね。 

困難な時代の中で道なき道を切り開いてきた法曹たちの姿は男女共同参画社会を目指す原点であるのではないでしょうか。 

1952 年に初めての女性判事が誕生しました。現在、岩国市でも、２名の女性弁護士が活躍されていいます。 

その中の一人でもある杉原幸枝さんに令和５年度男女共同参画講座で講師として「離婚と相続」をテーマにお話ししていただ

いたところ、大きな反響がありました。 

まだまだ聞きたいこと聞きづらいこともあったようですので、杉原弁護士にお願いし、質問事項に答えていただきました。 

出口裕理法律事務所 弁護士 

弁護士として働き始めて１１年目になり

ます。 離婚、相続、金銭トラブル、破産、

刑事事件なども担当しています。 
 とりあえず相談したい場合（結果として依頼しなくても済んだ場合）は料金がかか

りますか？ 

 相談料は３０分５，５００円の法律事務所が多いです。法テラスが使える場合等、無

料のこともあります。各法律事務所に電話して聞いてみてください。 

 

 夫に「お前は稼ぎが少ない（収入がない）から親権者にはなれない」と言

われましたが、本当ですか？ 

 嘘です。収入が少ない場合でも、母親が親権者になれるケースは多い

です。ただ、親権者がどちらになるかは色々な要素を考慮して決められ

ますので、親権で争いになりそうな場合は一度弁護士に相談してみてく

ださい。（共同親権の制度が始まっても、どちらが子供を引き取って育て

るか、という点ではこれまでと同じように争いになる可能性があると思

います）収入が少ない場合、離婚後は児童扶養手当（児童手当とは別の

制度です）を受給したり、養育費を請求することを検討してください。 

 離婚したいと夫に伝えたけど、絶対に離婚しない（○年後

まで離婚しない）と言われました。それでも離婚したい場

合はどうしたらいいですか？ 

 間に人に入ってもらって話し合う方が多いです。それ

でも難しい場合、弁護士に依頼して交渉したり、調停

を申し立てたりすることもできます。調停を申し立て

る場合、弁護士に依頼する人もいますが、自分で調停

を申し立てる人もいます。 経済的に余裕がない場合、無料法律相談ができます。 

弁護士、司法書士の費用が心配。こんなこと聞いていいのかな 

そんな時は法テラスに相談してみましょう 

・収入・資産が一定基準以下の方が対象です 

・事前電話予約 ・相談時間 30 分  

・相談回数に限りがあります 

   詳しくは https://www.houterasu.or.jp/ 

電話 0570‐０７８３５３ 

法テラスは国が設立した公的な法人です。 

 

 財産分与は名義を問わず原則半分とのこと。住宅はどうなりますか。母と子で元

の家に暮らし続けることができますか？ 

 住宅を含めて全体が二分の一になるよう、調整することになります。母と子で

元の家に暮らし続けることができるかどうかはケースバイケースです。個々の事

情によって結論が変わりますので弁護士に相談してください。 

 
 
 

 まだ離婚するかどうか決意できていないのですが、弁護士に相談して

もいいですか？ 

 決意できてなくても相談していいと私は思います。もし離婚すると

したら、どういう準備が必要か等のアドバイスを受けることができ

ます。 

 ただ、最終的に離婚するかどうかは、弁護士が決めることはできま

せんので、ご自身で決めていただく必要があります。 






